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物価高騰の影響に伴う指定管理者への支援について
健康福祉部

予算額 ２５,７６０千円 25,760 ［物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金］（○国 ）

１ 事業目的 ＜参考：支援イメージ＞
公の施設の指定管理者に対し、物価高騰によりかかり

増しとなった光熱費及び燃料費（光熱費等）について、
収入に占める指定管理料の割合（公費負担割合）に応じ
て助成する。

２ 事業内容
（１）対 象 者 ①指定管理料制施設の指定管理者

②利用料金併用制施設の指定管理者
※「市町村」及び「当該施設の収支が黒字の指定管理者」を除く

（２）対象経費 光熱費等の収支計画からの増加分
（３）対象期間 令和７年３月から令和８年２月まで
（４）補 助 額 公費負担割合に基づき算出

３ 予算額一覧

①指定管理料制施設の指定管理者

・対象期間における収支実績

補助額：対象経費10×公費負担割合100%=10

②利用料金併用制施設の指定管理者

・対象期間における収支実績

補助額：対象経費10×公費負担割合40%=4

指定管理料40 利用料金等60

指定管理料100

合計110

合計110

対象経費

支出

収入

収入

対象経費

その他70 当初30 増10

光熱費等

支出

その他70 当初30 増10

光熱費等

（公費負担割合40%）合計100

（公費負担割合100%）合計100

①指定管理料制施設 （単位：千円）

施設名 指定管理者名 予算額 所管課

点字図書館 (福)秋田県社会福祉事業団 1,256 障害福祉課

②利用料金併用制施設 （単位：千円）

施設名 指定管理者名 予算額 所管課

社会福祉会館 (福)秋田県社会福祉協議会 4,117 地域・家庭福祉課

北部老人福祉総合エリア 5,874

中央地区老人福祉総合エリア 1,034

南部老人福祉総合エリア 10,754

健康増進交流センター 河辺地域振興(株) 2,725 健康づくり推進課

24,504

(福)秋田県社会福祉事業団 長寿社会課

計（５施設）
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福祉政策課医療・介護・福祉施設省エネルギー化支援事業

予算額 ２６４,８３５千円 264,816 ［物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金］（○ ○国 諸 19）

＜参考＞１ 事業目的
電力等の価格高騰による負担の軽減を図り、サービス

の安定的な提供を維持するため、医療・介護・福祉施設
が行う省エネルギー化に向けた取組を支援する。

２ 事業内容
医療・介護・福祉施設が行う省エネルギー化に向けた

施設改修等に必要な経費を助成する。

（１）補助金 260,000千円
・補 助 対 象 入院病床を有する医療機関及び入所

・居住系の社会福祉施設
・対 象 経 費 設計費、建築・設備工事費等
・補 助 率 県２／３
・補助限度額 上限額 2,000千円

下限額 500千円 ※複数項目での申請を含む

【想定する活用用途】 令和６年度２月補正事業の交付決定状況等
・省エネルギー型空調の設置 (令和７年度に繰り越して事業実施中)
・施設照明のＬＥＤ化 ・補助金予算額 250,000千円
・省エネルギー型ボイラーの設置 ・交付決定額（見込み） 246,125千円
・二重窓又は複層ガラスの設置施設 ・交付決定件数（見込み） 150件
・太陽光発電システムの設置 等

（２）事務費 4,835千円
・会計年度任用職員人件費、職員旅費、需用費、役務費

72

71

9

7

3

3

0 20 40 60 80

省エネルギー型空調の設置

施設照明のＬＥＤ化

省エネルギー型ボイラーの設置

二重窓又は複層ガラスの設置

太陽光発電システムの設置

その他

令和６年度２月補正事業 活用用途別件数（実績見込み）
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灯油購入費高騰対策事業 地域・家庭福祉課

予算額 ４２２,７３０千円（ 422,730） [物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金]○国

１ 事業目的 ４ 積算
灯油価格高騰に伴う低所得世帯の経済的負担の ①事業費

軽減を図るため、市町村が実施する灯油購入費助成 １２万６千世帯×6,100円×１／２
に関する事業に対して支援する。 ＝ 384,300千円

②事務費
１２万６千世帯×6,100円×１０％×１／２

市町村 ＝ 38,430千円２ 実施主体

３ 事業内容
（１）補助対象事業

市町村が市町村民税非課税世帯のうち必要と
認める世帯に対して実施する灯油購入費助成事業

（２）補助率
県１／２

（３）補助基準額
①事業費
１世帯当たり6,100円に助成世帯数を乗じた額

②事務費
①の額の１０％を上限として、市町村で事業実

施に要した事務費（振込手数料、消耗品費、通信
運搬費、広告料等）
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児童福祉施設等物価高騰対策事業 地域・家庭福祉課

予算額 １１,２２９千円 11,229 ［物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金］（○国 ）

（５）積算１ 事業目的
物価高騰に伴う児童福祉施設等の負担軽減を図 ①入所施設(児童養護施設等)
るため 食材料費や光熱水費等の一部を支援する (5,100円＋13,400円)×452人 ＝ 8,362千円、 。

②入所施設(母子生活支援施設)
県 13,400円×116人 ＝ 1,555千円２ 実施主体

③通所施設
9,300円× 40人 ＝ 372千円３ 事業内容

（１）補助対象 ④里 親
児童福祉施設等の食材料費及び光熱水費等 (5,100円＋1,100円×12月)×50人＝ 915千円

⑤事 務 費 25千円
（２）対象施設等 合 計 11,229千円
入所施設 児童養護施設、乳児院、母子生活支援

施設、自立援助ホーム、ファミリーホ
ーム、救護施設

（参考）通所施設 授産施設
①食材料費（令和７年度６月補正の補助基準額）里 親
（令和７年４月～令和７年９月）
入所施設 定員１人当たり 5,000円（３）補助率
里 親 委託児童１人当たり 5,000円県１０／１０

②光熱水費等（令和６年度２月補正の補助基準額）
（令和６年４月～令和７年３月）（４）補助基準額
入所施設 定員１人当たり 13,000円(年額)①食材料費（令和７年１０月～令和８年３月）
通所施設 定員１人当たり 9,000円(年額)入所施設 定員１人当たり 5,100円
里 親 委託児童１人当たり 2,000円(月額)里 親 委託児童１人当たり 5,100円
※里親は食材料費を含む。②光熱水費等（令和７年４月～令和８年３月）

入所施設 定員１人当たり 13,400円(年額)
通所施設 定員１人当たり 9,300円(年額)
里 親 委託児童１人当たり 1,100円(月額)
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こども食堂物価高騰対策事業 地域・家庭福祉課

予算額 １８６千円（ 186 ［物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金］○国 ）

（４）積算１ 事業目的

物価高騰に伴うこども食堂の負担軽減を図るた ①事業費

め、食材料費の一部を支援する。 月１回： 31,500円×２４団体＝ 756千円

月２回： 63,000円× ５団体＝ 315千円

県 月４回：126,000円× ７団体＝ 882千円２ 実施主体

小計 ３６団体 1,953千円

②事務費 15千円３ 事業内容

（１）補助対象 計 1,968千円

次の全ての条件を満たすこども食堂

４ 予算額①こどもに無料又は低額で食事を提供

②概ね月１回以上開催 （積算額） （予算残額） (補正額）

③１回平均５人以上のこどもの参加 1,968千円 － 1,782千円 ＝ 186千円

（２）補助率

県１０／１０

参考）（

令和７年度６月補正の補助基準額

（３）補助基準額（令和７年１０月～令和８年３月） （令和７年４月～令和７年９月）

月１回開催 31,500円 月１回開催 31,000円

月２回以上開催 63,000円 月２回以上開催 62,000円

月４回以上開催 126,000円 月４回以上開催 124,000円
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介護保険施設等物価高騰対策事業 長寿社会課

予算額 ３５４,３３０千円（ 354,330 ［物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金］○国 ）

（３）補助率１ 事業目的
物価高騰に伴う介護保険施設等の負担軽減を図 県１／２

るため、市町村が実施する施設等への助成事業に対
して支援する。 （４）補助基準額

①食材料費（令和７年１０月～令和８年３月）
市町村 入所定員１人当たり 5,100円×定員数２ 実施主体

通所定員１人当たり 1,700円×定員数
３ 事業内容
（１）補助対象 ②光熱水費等（令和７年４月～令和８年３月）

市町村が実施する介護保険施設等への食材料 入所定員１人当たり13,400円×定員数
費及び光熱水費等の助成事業 通所定員１人当たり 9,300円×定員数

訪問・相談系：１事業所当たり103,000円
（２）対象サービス

（５）積算
入所系 介護老人福祉施設、地域密着型介護老人 ①食材料費

（5.1千円×入所29,000人＋1.7千円×通所9,000人）×1/2福祉施設入所者生活介護、介護老人保健
施設、介護医療院、認知症対応型共同生 ＝81,600千円
活介護、特定施設入居者生活介護、地域
密着型特定施設入居者生活介護、短期入 ②光熱水費等

（13.4千円×入所29,000人＋9.3千円×通所10,000人所生活介護、養護老人ホーム、軽費老人
ホーム ＝272,730千円＋103千円×620事業所）×1/2

複合系 小規模多機能型居宅介護、 合計 354,330千円
看護小規模多機能型居宅介護

（参考）
（令和７年度６月補正の補助基準額）通所系 通所介護、地域密着型通所介護、認知症 ①食材料費

対応型通所介護、通所リハビリテーショ （令和７年４月～令和７年９月）
ン 入所定員１人当たり 5,000円×定員数

通所定員１人当たり 1,650円×定員数
訪問・ 訪問介護、訪問入浴介護、定期巡回・随

（令和６年度２月補正の補助基準額）相談系 時対応型訪問介護看護、夜間対応型訪問 ②光熱水費等
介護、訪問看護、訪問リハビリテーショ （令和６年４月～令和７年３月）
ン、居宅療養管理指導、福祉用具貸与・ 入所定員１人当たり13,000円×定員数
販売、居宅介護支援 通所定員１人当たり 9,000円×定員数

訪問・相談系：１事業所当たり100,000円

-8-



介護人材確保・職場環境改善等事業（介護分野の職員の賃上げ・職場環境改善支援事業） 長寿社会課

（ ）予算額 ２,６６８,９６５千円 2,668,914 51○ ○国 諸

③職場環境改善に取り組む事業所への支援１ 事業目的

、介護人材の確保・定着に向けた緊急的対応とし 対 象：介護職員等処遇改善加算を取得しつつ

て、介護従事者の賃上げと職場環境改善に向けた支 職場環境改善等に向けた取組を行う事

援を実施する。 業所

積算額： 4千円×16,201人×6か月

県 ＝ 388,824千円２ 実施主体

３ 事業内容 ４ 予算額の内訳

介護従事者に対する幅広い賃上げ支援を行うとと （１）補助金 2,647,434千円

もに、生産性向上や職場環境改善等に取り組む事業 （２）事務費 21,531千円

所の介護職員への賃上げなどを重点的に支援する。

【参考】①介護従事者の賃上げ支援

対 象：介護職員等処遇改善加算を取得してい 「介護職員等処遇改善加算」

る事業所等 介護事業所で働く職員の賃金向上や職場環境の

積算額：10千円×29,543人×6か月 改善などを要件とする加算。

＝1,772,580千円

「ケアプランデータ連係システム」

②生産性向上や協働化に取り組む事業所への賃上 居宅介護支援事業所と介護サービス事業所の間

げ支援 で毎月やり取りされるサービス提供票をデータ連

対 象：①に加え、ケアプランデータ連係シス 携し、介護事業所の文書作成に要する負担を大幅

テムに加入している訪問・通所サービ に軽減するシステム。

ス事業所及び生産性向上加算を取得し

ている施設・居住サービス事業所等 「生産性向上加算」

積算額： 5千円×16,201人×6か月 介護現場における生産性向上の促進を図る観点

＝ 486,030千円 から、継続的なテクノロジー活用等を要件とする

加算。
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障害者支援施設等物価高騰対策事業
障害福祉課

予算額 １２４,７８５千円（ 124,785）[物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金]○国

（３）補助率１ 事業目的
物価高騰に伴う障害者支援施設等の負担軽減を 県１／２

図るため、市町村が実施する施設等への助成事業に
対して支援する。 （４）補助基準額

①食材料費 （令和７年１０月～令和８年３月）
市町村 入所①定員１人当たり 5,100円×定員数２ 実施主体

入所②定員１人当たり 3,400円×定員数
通所定員１人当たり 1,700円×定員数３ 事業内容

（１）補助対象 ②光熱水費等（令和７年４月～令和８年３月）
市町村が実施する障害者支援施設等への食材 入所定員１人当たり 13,400円×定員数
料費及び光熱水費等の助成事業 通所定員１人当たり 9,300円×定員数

訪問・相談１事業所当たり103,000円
（２）対象サービス

（５）積算
①食材料費入所系 入所系①
(入所①5.1千円×200人＋入所②3.4千円×5,000人＋通共同生活援助（日中サービス支援型 、福祉）
所1.7千円×12,000人)×1/2 ＝ 19,210千円型障害児入所施設
②光熱水費等入所系②
(入所13.4千円×5,200人＋9.3千円×通所12,000人＋訪施設入所支援、宿泊型自立訓練、共同生活援
問･相談103千円×290事業所)×1/2 ＝105,575千円助（介護サービス包括型 、共同生活援助（外）

合計 124,785千円部サービス利用型 、短期入所(空床型を除く)）

通所系 生活介護、自立訓練（機能訓練 、自立訓練）
（生活訓練 、就労移行支援、就労継続支援）
Ａ型、就労継続支援Ｂ型、児童発達支援、放
課後等デイサービス、就労選択支援

訪問・ 居宅介護、重度訪問介護、同行援護、行動援
相談系 護、就労定着支援、自立生活援助、計画相談

支援、地域移行支援、地域定着支援、居宅訪
問型児童発達支援、保育所等訪問支援、障害
児相談支援

（参考）
①食材料費（令和７年度６月補正の補助基準額）
（令和７年４月～令和７年９月）
入所①定員１人当たり 5,000円×定員数
入所②定員１人当たり 3,300円×定員数
通所定員１人当たり 1,650円×定員数

②光熱水費等（令和６年度２月補正の補助基準額）
（令和６年４月～令和７年３月）
入所定員１人当たり 13,000円×定員数
通所定員１人当たり 9,000円×定員数
訪問・相談１事業所当たり 100,000円
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障害福祉人材確保・職場環境改善等事業 障害福祉課

予算額 ５１５,８６５千円（ 515,848 17）○ ○国 諸

１ 事業目的
障害福祉人材の確保・定着に向けた緊急的対応と

して、障害福祉従事者に対する幅広い賃上げ支援を
実施する。

県２ 実施主体

３ 事業内容及び交付要件
障害福祉従事者に対して賃上げを実施する事業所

に対し、所要額を補助する。
対 象：福祉・介護職員等処遇改善加算を取得

している、又は取得見込みの事業所等
補 助金額：各事業所の障害福祉サービス等報酬に

サービス区分ごとの交付率を乗じた額
対象経 費：障害福祉従事者の賃上げに係る経費

４ 予算額の内訳
（１）補助金 504,000千円

積算額：10千円×8,400人×6か月
＝504,000千円

（２）事務費 11,865千円

【参考】
「福祉・介護職員等処遇改善加算」
障害福祉サービス事業所等で働く職員の賃金向上
や職場環境の改善などを目的とした加算。
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医療施設等物価高騰対策事業 医務薬事課

予算額 ３１８,７８４千円（ 318,784 ［物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金］○国 ）

（２）積算 318,784千円１ 事業目的
物価高騰により厳しい運営状況にある医療施設

等の負担軽減を図るため、光熱費・食材料費の一 ①光熱費 243,643千円
部を支援する。 ・病院・有床診療所

102,800円× 95施設＝ 9,766千円
県 9,300円× 11,510床＝107,043千円２ 実施主体

・無床診療所
102,800円× 929施設＝ 95,501千円３ 事業内容

医療施設等に対し、施設区分に応じた支援金を ・その他
支給する。 20,600円×1,521施設＝ 31,333千円

（１）施設区分と支援単価 ②食材料費 63,300千円
・病院・有床診療所

5,500円× 11,509床＝ 63,300千円

③事務費（委託料） 11,841千円
・問合せ対応、申請受付、支援金振込業務等

（参考）
①光熱費（令和６年度２月補正の支援単価）

病院・有床診療所 定額100,000円
加算 9,000円/床

無床診療所 定額100,000円
その他 定額 20,000円

②食材料費（令和７年度６月補正の支援単価）
病院・有床診療所 5,400円/床※市町村が設置する施設は除く。

※施術所は、あん摩マッサージ指圧師、はり師、きゅう師及び柔

道整復師が開設している施術所をいう。

施設区分 光熱費 食材料費

病院・有床診療所
定額 102,800円
加算 9,300円/床

5,500円/床

無床診療所 定額 102,800円 －

保険薬局

助産所

訪問看護ステーション

施術所

歯科技工所

定額 20,600円 －
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医療施設等経営強化緊急支援事業（ 新）処遇改善・物価上昇支援事業） 医務薬事課（

予算額 ４７７,７０８千円（ 477,708）○国

（２）積算 477,708千円１ 事業目的
医療施設等における従事者の処遇改善を支援す

るとともに、物価上昇の影響に対して支援するこ ①支援額 465,867千円
とで、地域に必要な医療提供体制を確保する。 ・有床診療所

85千円 × 501床＝ 42,585千円
県 ・医科無床診療所２ 実施主体

320千円 × 544施設＝ 174,080千円
・歯科診療所３ 事業内容

医療施設等に対し、施設区分に応じた支援金 320千円 × 386施設＝ 123,520千円
を支給する。 ・保険薬局

【～5店舗 】230千円×291施設＝66,930千円
（１）施設区分と支援単価 【6～19店舗】180千円×137施設＝24,660千円

【20店舗～ 】120千円× 77施設＝ 9,240千円
・訪問看護ステーション

228千円 × 109施設＝ 24,852千円

②事務費（委託料） 11,841千円
・問合せ対応、申請受付、支援金振込業務等

、 。※保険薬局への支援単価は １法人あたりの店舗数に応じて設定

※病院については、国による直接補助。

賃金 物価 合計

72千円/床 13千円/床 85千円/床

定額　150千円 定額　170千円 定額　320千円

～5店舗 定額　145千円 定額　 85千円 定額　230千円

6～19店舗 定額　105千円 定額　 75千円 定額　180千円

20店舗～ 定額　 70千円 定額　 50千円 定額　120千円

定額　228千円 － 定額　228千円

施設区分

有床診療所

医科無床診療所
歯科診療所

保険薬局
※

訪問看護ｽﾃｰｼｮﾝ
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